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令和８年３月に実施した自己点検・自己評価の結果をもとに、学校関係者評価を実施しました。 

「教育理念・目的・目標」以下６項目にわたり、学内で評価された問題点とその改善のための方策並び

に両者に関する関係者からの評価と助言を掲載します。 

 

 

１．教育理念・目的・目標 

【状況説明】 

教育理念・目的・目標については、「満たしている」６件「概ね満たしている」１件「満たしていな

い」０件の評価であった。 

「学校の教育理念・目的・目標」については、学則や学生便覧、教職員向けの学園学校運営計画書

等に明文化されている。学生には学生便覧を通して学生の心得として、入社２年目レベルの「職場の

専門能力と基礎能力」を身につけることを目標に、自己管理により目的意識を持って学ぶことの重要

性とともに、入社２年目レベルの「職場の形成者意識」を理解し、基本的行動を習慣付け社会で求め

られる形成者意識を身に付け、ビジネスの現場において即戦力となることを目標とすることを説いて

いる。 

また、職員向けの学園学校運営計画書等には年度のスローガン、教育目標などが記載され毎週１回、

職員全員で読み合わせを行い確認している。 

 

【課題及び今後の改善方策】 

今後は、明確に設定されている教育目標を、教育活動の場面において実効性のあるものとして機能

させていくことが重要である。そのため、教育理念や養成する人材像について、教職員間での共有を

一層推進し、教育課程の編成や授業内容、学生支援との関連性を定期的に確認する機会を設ける。 

また、経験年数の浅い教員や非常勤講師に対しても理念や教育方針を丁寧に説明し、共通理解のも

とで教育が実施される体制を整えることが求められる。さらに、学生、保護者に対してもオープンキ

ャンパスや入学前オリエンテーション等で教育理念や目標を分かりやすく伝え、学修意欲の向上や主

体的な学びにつなげる。 

 

【関係者評価】 

教育理念・目的・目標については、学則や学生便覧、教職員向けの学園学校運営計画書等に明文化

されていることで、周知徹底されていることがよく理解できた。経験年数の浅い教員や非常勤講師に



対しては時間がそれなりに係ると思うが、周知徹底し学校全体としての連携を深めてほしい。さらに

入学前の学生や保護者に対しても、丁寧で分かりやすい説明をお願いしたい。 

 

 

２．教育課程、教育の実施、学修成果  

【状況説明】 

学校運営については、「満たしている」３～６件「概ね満たしている」１～４件「満たしていない」

０件の評価であった。 

概ね満たしているにとどまっている、学校の目的・目標および養成する人材像に沿った教育活動が

全体として適切に運営されている、また、授業科目内容に応じ、講義、演習、実験、実習又は、実技

など、適切な授業形態で教育が実施されているかは、令和８年度からの単位制への移行に伴う教育編

成などの再検討が進められたことが一因であると考えられる。 

企業等と連携した実習・演習の実施や、卒業認定方針に基づく進級認定・卒業認定は高い評価を得

ており、実践的職業教育の充実が図られている点は本校の強みである。さらに卒業生の来校による講

演を実施しており、実際の現場における仕事内容を具体的に学ぶ機会につながった。 

 

【課題及び今後の改善方策】 

今後は、現行の教育課程および教育実施体制の強みを維持・発展させつつ、学修成果の質保証を一層

推進する必要がある。 

そのために、各学科・コースにおける到達目標をより具体化し、授業科目ごとの評価基準や成績評価

方法の統一と可視化を図る。特に、単位制への移行に伴い、シラバス、成績評価、卒業認定の方法につ

いて学生が理解しやすい説明を行う必要がある。また、資格取得状況や就職実績などの学修成果を分析

し、その結果を授業改善や教育課程の見直しに反映させる PDCA サイクルを強化する。さらに、企業等

との連携を継続・深化させ、教育目標と実習内容の整合性を高めることで、より即戦力となる人材の育

成を目指す。 

 

 

【関係者評価】 

国の方針で単位時間制から単位制への変更になるのは致し方ないが、そのために資質能力の修得が

低下しては専門学校の存在意義が懐疑的になることが懸念される。学生が望む進路の目標を見失わな

いよう、きめ細やかな指導を望む。またこの制度の検証は必ず行っていただき、改善するところは勇

気をもって改善していただきたい。 

企業との連携がしっかり行われており、実践的職業教育の充実が図られていることは学生にとって

非常に有益となるであろう。今後もぜひ継続していただきたい。 

 

 

３．学生の受入れ、学生支援 

【状況説明】 



学生の受入れおよび学生支援に関する自己点検評価では、「満たしている」が３件～６件、「概ね満

たしている」が１件～４件、「満たしていない」が０件であった。入学者の受入れから学生生活、キャ

リア支援に至るまで、一定水準以上の体制が整備されていることが確認できる。 

特に、入学者受入れ方針や選考方法の明確化、定員管理の適正な運用については高い評価を得てお

り、公正性・透明性を確保した学生募集が行われている。学習支援、学生相談、健康管理、経済的支

援、就職支援についても、必要な体制が整備され、安定的に運用されている点は評価できる。一方で、

多様な学生への支援に関しては「概ね満たしている」にとどまる項目も見られ、今後の対応が求めら

れる分野である。 

 

【課題及び今後の改善方策】 

今後は、学生支援体制の充実を図るとともに、多様化する学生ニーズへの対応力を高めることが重

要である。入学者のうち約９割がＡＯ入学の方法を選択している。そのため入学前教育についてＡＯ

入学者の場合「早期チャレンジプログラム」を用意しており、希望者は入学前から各種資格試験等の

学習を始められる体制が整備されている。分からないところは LINEを活用した個別対応の充実を図る

ことで、学修意欲の向上と円滑な修学につなげている。また、学習・生活・進路に関する相談体制に

ついては、教職員間の情報共有を強化し、早期対応を可能とする支援体制を構築する。さらに、将来

的に障がいのある学生等が学習できる仕組みづくりを段階的に進める。例えば入学前より問題を抱え

精神的に登校できない学生に対し学習機会を確保するよう、通信制コースの設置等検討を進めていく。

これらの取り組みを通じてすべての学生が安心して学び、成長できる教育環境の整備を一層推進する。 

 

【関係者評価】 

入学者のうち約９割がＡＯ入学と伺い、時代の流れを感じた。貴校の場合、「早期チャレンジプログ

ラム」があるとのことで、高校生のうちから学びたい勉強ができ評価できる。また、それだけでなく、

疑問点があればＳＮＳを駆使して対応していることで、入学前から愛校心の育成に一役買っていると

感じ今後も継続をお願いしたい。 

 

４．教育実施組織・教員 

【状況説明】 

教育実施組織・教員に関する自己点検評価では、「満たしている」が２件～６件、「概ね満たしてい

る」が２件～５件、「満たしていない」が０件であった。 

教育課程を安定的に実施するための体制は概ね整備されていることが確認できる。 

特に、資格・要件を備えた教員の確保や採用基準の整備、教員の授業担当状況や専門性の把握につ

いては適切に行われており、教育の質を担保する基盤が確立されている点は評価できる。また、教員

間の連携・協力体制や、企業等と連携した研修・FD 活動も一定程度実施されている。一方で、教員組

織の業務分担や責任体制の明確化、ＦＤ活動の体系性については「概ね満たしている」にとどまる項

目が多く、組織的・継続的な取り組みとしては、さらなる充実が求められる状況が明らかとなってい

る。 

 



【課題及び今後の改善方策】 

今後は、教員組織の機能強化と教員個々の専門性・教授力の向上を両立させる取り組みを進める必

要がある。まず、教員組織における役割分担や責任体制をより明確にし、組織として教育改善に取り

組む仕組みを整備する。教員間で授業運営や学生対応の情報を共有し、教材や指導方法を蓄積するこ

とで、個人の教員に負担が偏らない組織的な指導体制を整える。そのうえで、FD 活動については学校

全体での方針を明確にし、授業改善や教育課程の見直しと連動させた計画的・継続的な実施を図る。 

特に、職業実践専門課程においては、企業等と連携した研修や情報交換の機会を拡充し、最新の業

界動向や実務知識を教育に反映させることが重要である。また、教員の自己啓発や研究活動を支援す

る体制を整備することで、教育の質の維持・向上と組織全体の教育力強化を推進する。 

 

【関係者評価】 

小規模な組織で、誰もがどのようなことでも行わなければならない環境で職員の先生方が頑張って

いることは評価できる。しかし、属人的な仕事がある場合、今後の学校運営に支障をきたすと思うの

で、体系的に整備をすることを期待する。また、FD 活動については学校での方針を早く打ち出し改善、

見直しを行っていっていただきたい。 

 

５．教育環境 

【状況説明】 

教育環境に関する自己点検評価では、施設・設備の整備、安全対策、防災体制、ならびに施設・設

備の点検・改善の各項目において「満たしている」が４件～６件、「概ね満たしている」が１件～３件、

「満たしていない」が０件となった。教育活動を支える環境が総合的に良好な水準にあることが確認

できる。 

特に、教育上の必要性に対応した施設・設備や機械器具の整備、自習室など学習支援を目的とした

施設、学生の休憩・食事スペースの確保については高く評価されており、学生が安心して学べる環境

が整備されている。また、学校保健安全法に基づく安全計画や防災組織の運用、施設・設備の日常点

検や計画的な改修・更新も適切に実施されている。一方で、図書室の充実や活用の促進については「概

ね満たしている」にとどまり、学修支援のさらなる充実に向けた改善の余地が認められる。 

 

【課題及び今後の改善方策】 

今後は、維持されている良好な教育環境を安定的に継続するとともに、学修支援機能の質的向上を

図ることが重要である。施設・設備については、開校１５年を迎えた校舎であることから、引き続き

計画的な点検・更新を実施し、安全性と教育効果の両面を確保する。 

また、図書室については、物理的にスペースの確保が難しい状況があるものの、ブックスタンドを

整備するなどして専攻分野に対応した専門書・参考図書の体系的な整備を進めるとともに、電子書籍

やオンライン資料の活用を推進する。これにより、授業や課題と連動した活用方法を検討し、学生の

主体的な学習の促進を図る。 

加えて、防災・安全対策については、教職員および学生への周知や訓練を継続的に行い、非常時に

も適切に対応できる体制を強化する。これらの取り組みを通じて、教育環境のさらなる充実と学修成



果の向上を支える基盤整備を推進する。 

 

【関係者評価】 

開校１５年を迎えた校舎とは思えないほどきれいな校舎を保っていることは、学生が快適に学校生

活を送れることに寄与していると思う。それでも施設、設備の老朽化は否めないと思うので、日常点

検、定期点検をしっかりと行い、順次整備をしていけるよう引当金の準備をお願いしたい。 

また、図書室に関しては物理的に作るのが難しいことは理解できる。ＩＣＴ教育が進んでいる貴校

なら電子書籍を活用するのは非常に良い案だと思う。 

 

６．教育活動の基盤と改善・向上の取組 

【状況説明】 

教育活動の基盤と改善・向上の取り組みに関する自己点検評価では、中期事業計画、財務基盤、学校

運営、学校評価、情報公開の各項目において「満たしている」が４件～６件、「概ね満たしている」１

件～３件、「満たしていない」が０件となった。本校の教育活動を支える経営・運営基盤は概ね安定し

ていると評価できる。特に、中長期的な計画の中に教育目的・目標の実現に向けた具体的施策が位置

付けられており、また、学校評価の実施、結果の公表、改善への取り組みについては高い評価を得て

いる。 

さらに、職業実践専門課程における教育課程編成委員会の定期的な開催や、外部意見を踏まえた改善

活動も一定の成果を上げている。一方で、財務基盤や学校運営体制については、将来を見据えたさら

なる強化が今後の課題として明らかとなっている。 

 

【課題及び今後の改善方策】 

今後は、中長期的な視点に立った事業計画と教育目的・教育目標との関連をより明確にし、各学科・

コースの教育活動、学生支援、就職支援が学校全体の方針に基づいて進められるよう体系的に整理す

る。 

また、学校評価については、外部委員からの意見や社会的要請を積極的に取り入れ、評価結果を点

検にとどめることなく、具体的な改善策として組織的・継続的に実行する体制を強化する。さらに、

教育活動や学修成果に関する情報公開は、ホームページ、学校案内、オープンキャンパスに加え SNS

等を活用し、分かりやすく発信していく。これにより産業界や地域社会との信頼関係を深めることで、

社会(地域)から支持される学校運営の実現を目指す。 

 

【関係者評価】 

中長期的な事業計画と教育目的・教育目標を明確にし、職員向けの学園学校運営計画書等に記載し

情報共有していることは評価できる。また、学校評価委員会もきちんと定期的に行われており外部組

織からの意見を積極的に取り入れる姿勢がみられる。 

また、教育課程編成委員会も学科ごとに年２回開催されていること、それに基づき教育課程も改善

していること、ホームページにも公開していることは、時代にあった教育を実施していてオープンな

姿勢であることが分かった。今後も継続していただきたい。 
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